
狭あい道路の拡幅整備に関する取扱い要領  

 

第１  目的  

この取扱いは、建築主等の理解と協力の下に、建築基準法（昭和２５

年法律第２０１号。以下「法」という。）第４２条第２項に規定する狭

あい道路を拡幅することにより、安全で安心な居住環境の確保と災害に

強いまちづくりの推進に寄与することを目的とする。  

第２  定義  

 １  狭あい道路  法第４２条第２項に規定する道路で、幅員が１．８

メートル以上４メートル未満のものをいう。  

 ２  建築主  狭あい道路に接する敷地（以下「敷地」という。）に建   

築物を建築しようとする法第２条第１６号に規定する建築主をいう。 

 ３  所有者等  敷地について所有権、借地権その他土地に関する権原   

を有する者をいう。  

 ４  後退用地  敷地と狭あい道路の境界線と、法第４２条第２項の規

定により道路の境界線とみなす線との間にある土地をいう。  

 ５  隅切り用地  狭あい道路が他の一般交通の用に供される道と同一

平面で交差し、若しくは接続し、又は屈曲する箇所で通行上後退す

ることが適当と思われる三角形の土地をいう。  

 ６  拡幅整備  後退用地及び隅切り用地（以下「後退用地等」という。）  

を避難上及び通行上の支障がない道路形態に整備することをいう。  

第３  市の責務  

  市は、この取扱いによる狭あい道路の拡幅整備に関する施策の普及  

その他狭あい道路の拡幅整備を促進するために必要な措置を講ずるも  

のとする。  

第４  建築主等の責務  

  建築主及び所有者等（以下「建築主等」という。）は、狭あい道路  

の拡幅整備の必要性を理解し、その実施に協力するよう努めるものと  

する。  

第５  事前協議  

 



 

 

 １  建築主は、次に掲げる行為の３０日前までに、後退用地 等に関し

市長と協議（以下「事前協議」という。）を行うものとする。  

  ⑴  法第６条第１項（法第８８条において準用する場合を含む。）    

の規定による確認の申請書の提出  

  ⑵  法 第 ６ 条 の ２ 第 １ 項 （ 法 第 ８ ８ 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）に規定する確認を受けるための書類の提出  

⑶  法第１８条第２項（法第８８条において準用する場合を含む。）

の規定による通知の提出  

 ２  事前協議は、次に掲げる事項について行うものとする。  

  ⑴  後退用地等の範囲に関すること。  

  ⑵  後退用地等の権原に関すること。  

  ⑶  後退用地等の形態及び維持管理に関すること。  

  ⑷  後退用地等の工事に関すること。  

  ⑸  その他市長が必要と認める事項  

 ３  建築主は、事前協議を行おうとするときは、狭あい道路拡幅整備   

事前協議書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添付して市長に２    

部提出するものとする。  

  ⑴  案内図  

  ⑵  公図の写し  

  ⑶  現況平面図  

  ⑷  敷地及び後退用地等の求積図  

  ⑸  土地の登記事項証明書（後退用地等を市に寄附しようとする場

合に限る。）  

  ⑹  その他市長が必要と認める書類  

 ４  市長は、事前協議が終了したときは、狭あい道路拡幅整備事前協   

議済通知書（第２号様式）により、建築主に通知するものとする。  

 ５  建築主は、１の各号に掲げる行為をする際、狭あい道路拡幅整備

事前協議済通知書の写しを添付するものとする。  

第６  拡幅整備等  

 １  市長は、事前協議の結果、次に掲げる事項のいずれにも該当する



 

 

場合は、狭あい道路の拡幅整備及びそれに伴う測量業務（以下「拡

幅整備等」という。）を行うことができるものとする。ただし、市

長が特に整備の必要があると認めた場合は、この限りでない。  

  ⑴  後退用地等が市街化区域（都市計画法（昭和４３年法律第 １００

号）第７条第１項に規定する市街化区域をいう。）内の認定市道

沿いであること。  

  ⑵  後退用地等について建築主等から市に寄附する旨の申し出があ

り、市長がこれを受納する見込みであること。  

  ⑶  当該拡幅整備等が第１に掲げる目的に資するものであると認め

られるものであること。  

 ２  市長が行う拡幅整備等は、原則として以下に掲げるとおりとする。 

  ⑴  後退用地等及び敷地の測量  

  ⑵  後退用地等の分筆及び所有権移転登記  

  ⑶  後退用地等の舗装及び境界見切壁の設置工事  

 ３  市長が行 う 拡 幅 整 備 の 構 造 基 準 は 、 別 紙 に 定 め る と お り と す る 。 

第７  適用除外  

  この取扱いは、次に掲げる者が建築主等である場合については、 適

用しない。ただし、市長が公益上必要と認めた場合については、この

限りでない。  

  ⑴  都市計画法第２９条に規定する開発行為を行う者  

  ⑵  法第４２条第１項第５号の規定により道路の位置の指定を受け

ようとする者  

   附  則  

１  この取扱いは、平成２１年４月１日から施行する。  

２  この取扱いは、施行の日以後に第６の１の⑴から⑶までに掲げる行

為を行う者について適用する。  

   附  則  

１  この取扱いは、平成２３年４月１日から施行する。  

２  この取扱いは、施行の日以後に第５の事前協議を行う者について適  

用する。  



 

 

   附  則  

１  この取扱いは、平成２４年４月１日から施行する。  

２  改正後の狭あい道路の拡幅整備に関する取扱いの規定は、施行の日

以後に行われた事前協議に係る取扱いについて適用し、施行の日前に

行われた事前協議に係るものについては、なお従前の例による。  

   附  則  

１  この取扱いは、平成２８年６月１日から施行する。  

２  改正後の狭あい道路の拡幅整備に関する取扱いの規定は、施行の日

以後に行われた事前協議に係る取扱いについて適用し、施行の日前に

行われた事前協議に係るものについては、なお従前の例による。  

   附  則  

１  この取扱いは、令和２年４月１日から施行する。  

   附  則  

１  この取扱いは、令和３年４月１日から施行する。  

   附  則  

１  この取扱いは、令和４年４月１日から施行する。  

附  則  

１  この取扱いは、令和６年４月１日から施行する。  

附  則  

１  この取扱いは、都市整備部長決裁の日から施行する。  

２  改正後の狭あい道路の拡幅整備に関する取扱いの規定は、施行の日

以後に行われた事前協議に係る取扱いについて適用し、施行の日前に

行われた事前協議に係るものについては、なお従前の例による。  

 



 

 

別紙（第６関係）  

 

拡幅整備の構造基準  

 

1 舗装の端部構造  

⑴  舗装の端部に舗装止が必要となる場合は、見切壁を施工するもの

とする。  

⑵  見切壁工の構造は天端幅１５ cm、高さ３０ cm までとする。ただし、

協議の上やむを得ないと認められる場合については、この限りでな

い。  

⑶  見切壁工の施工位置その他の舗装の端部構造に関することについ

ては、建築主等と市との協議により決定するものとする。  

２  隅切りの構造  

⑴  狭あい道路が他の一般交通の用に供される道と同一平面で交差し、

若しくは接続し、又は屈曲する箇所については、やむを得ない場合

を除き、隅切りを設けるものとする。  

⑵  隅角を挟む辺長は等辺を原則とする。  

⑶  隅切長は１ｍ以上とする。  

３  舗装の構造  

⑴  原則として、表層は再生密粒度アスコン（１３）ｔ＝５ｃｍ、上

層路盤は粒調砕石（Ｍ－３０）ｔ＝１５ｃｍ、下層路盤は再生下層

路盤材（ＲＣ－４０）ｔ＝１５ｃｍとする。  

⑵  舗装止がない場合等で、道路以外の宅地を舗装する場合は、最小

限の幅とし、官民境界位置は、金属鋲等で明示するものとする。  


